
人口還流・次世代創生特区構想について 平成２６年８月
秋 田 県

・昭和５７年以降、人口減少に歯止めがかか
っていない（年間１万人超の減少）

・社会減に加え、平成５年から自然減へ
・人口減少率は１．１８％（全国一）
・高齢化率は３１．６％（全国一）

現 状

・人口は１０４万人から７０万人へ（▲３４万人）
・生産年齢人口は現在の６４万人から３４万人
へ半減し、 老年人口とほぼ拮抗
【国立社会保障・人口問題研究所 推計】

将 来（平成５２年）

提案の背景

・人口減少率、高齢化率が全国一である「秋田県」において、国家戦略として地方の人
口減少対策に関する措置を集中的に講じることにより、人口減少に歯止めをかけると
ともに、地域活力を維持する。
・これを地方創生のモデルとして全国展開することにより、我が国全体の人口・活力が
維持され、産業の国際競争力強化のための基盤が構築される。

特区により目指す姿

１ 地域特性を活かした産業の振興と雇用の創出

（１）農業

６次産業化や農商工連携の推進
〔当県の取組の方向性〕
・品質が高く魅力ある農産物を活かした６次産業化の推進に
よる市場規模の拡大

（２）新エネルギー
風力、地熱など再生可能エネルギーの
導入拡大と関連産業の育成
〔当県の取組の方向性〕
・今後の伸び（国の設備認定量）が全国一の風力発電等を活
かした「新エネルギー立県秋田」の創造

・全国に先駆け、洋上風力発電導入に向けた取組を推進

（３）医工連携・シニアビジネス
医療・福祉機器関連産業の振興と新たなビジネスモデルの
創出

〔当県の取組の方向性〕
・医療機器全国第１５位の出荷額の更なる拡大を図るととも
に、産学官連携による秋田発の医療･福祉機器の新製品開
発を促進
・全国一の高齢化率という地域特性を活かしたシニアビジネ
スモデルの創出と国内外への展開

２ ふるさとを支える地域活力の維持

【規制・制度改革等】
・ファンドの要件緩和
・農業生産法人の要件緩和

【規制・制度改革等】
・発電所・送電網整備に係る土地利
用規制の緩和

【規制・制度改革等】
・管理医療機器製造販売認証規制
の緩和

・シニアビジネスアドバイザーの配
置 など

（１）各世代におけるふるさと回帰の促進

シニア世代等のふるさと回帰に向けた環境整備や
移住者の起業促進

〔当県の取組の方向性〕
・お試し移住体験事業など様々
な移住対策の促進

（２）高齢化率全国一を踏まえた介護人材の育成・確保
介護分野における安定的な人材確保の一方策として、
外国人材の育成・確保
〔当県の取組の方向性〕
・高齢化率全国一の状況を踏まえ、介護人材不足に備えた
外国人材の受入環境の整備

（３）地域が自ら考えるまちづくりや地域づくり
優良農地の確保に配慮しつつ、地域の実情に応じたまち
づくりや地域づくりに、迅速に対応

〔当県の取組の方向性〕
・国の関与がなくなることによる事務処理の簡素化・迅速化
・県から市町村への権限移譲により、申請から許可までの
手続が市町村で完結

【規制・制度改革等】
･後期高齢者に対する医療保険
の住所地特例
・移住者の起業等に対する税制優
遇 など

首都圏秋田

【規制・制度改革等】
･技能実習期間の延長 など

【規制・制度改革等】
･農地転用に係る大臣許可権限の
県への移譲 など

（１）抜本的少子化対策
当県の少子化対策の取組に加え、国がこれまでの枠組みを超えた抜本的な対策を講じることにより、
少子化から脱却

〔当県の取組の方向性〕

・「あきた結婚支援センター」による出会いの機会の提供など、
次の親世代に対する支援の充実強化

・子育て家庭の経済的負担の軽減､企業による仕事と子育て
を両立できる環境づくりなど､子どもを産み育てる環境の充
実強化

【規制・制度改革等】
･第３子以降の保育料無償化
・所得の世代間移転 など

（２）産業再配置政策

当県の産業振興の取組に加え、国が新たな産業再配置政策を推進することにより、地方から都市

圏への人口流出を食い止めるとともに、都市圏から地方への人口の還流を促進

〔当県の取組の方向性〕

・今後成長が見込まれる新エネルギー、医工連携による医
療・福祉機器関連産業などへの参入促進

・シニアビジネスなどの新たなサービス産業の振興
・中小企業振興条例を踏まえた中小企業の経営基盤の強化
と地域資源を活用した産業の振興

【規制・制度改革等】
･産業再配置に向けて、全ての業種
を対象とし、税制優遇措置などを
講じる新たな法整備

３ 国による抜本的な人口減少対策の先行実施
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Ⅰ 国家戦略特区構想の全体像

（提案の趣旨・戦略の概要）





秋田県の人口減少の状況と特区提案の趣旨

・人口は１０４万人から７０万人へ（▲３４万人）
・生産年齢人口は現在の６４万人から３４万人へ半減し、老年人口とほぼ拮抗

・昭和５７年以降、人口減少に歯止めがかかっていない（年間１万人超の減少）
・社会減に加え、平成５年から自然減へ

・人口減少率は１．１８％（全国一）※平成２５年１０月１日現在における前年との比較

・高齢化率は３１．６％（全国一）

現 状

将 来（平成５２年）

３２３特 区 提 案 の 趣 旨

・人口減少対策は、もはや国家的課題といえるが、人口減少率、高齢化率が全国
一である「秋田県」において、国家戦略として地方の人口減少対策に関する措置
を集中的に講じることにより、人口減少に歯止めをかけるとともに、地域活力を
維持できれば、これを地方創生のモデルとして全国展開が可能に。

・全国展開の推進により、地方、ひいては我が国全体の人口・活力が維持され、
産業の国際競争力強化のための基盤が構築される。
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１ 地域特性を活かした産業の振興と雇用の創出

① 農 業 ② 新エネルギー

６次産業化や農商工連携の推進

【規制・制度改革等】
・ファンドの要件緩和
・農業生産法人の要件緩和

風力、地熱など再生可能エネルギーの導入
拡大と関連産業の育成

【規制・制度改革等】
・発電所・送電網整備に係る土地利用規制の
緩和

〔当県の優位性〕
・医療機器全国第１５位の出荷額 ・全国一の高齢化率（シニアビジネスの適地）
・産学官連携による秋田発の医療機器の開発が相次ぐ ・実用化に向けての実証実験（認知症高齢者の見守り

サービス）等の取組

③ 医工連携・シニアビジネス

【規制・制度改革等】
・管理医療機器製造販売認証規制の緩和 ・シニアビジネスアドバイザーの配置（制度創設）

・国の競争的資金における管理法人の要件緩和 ・シニアビジネスに対する税制優遇等

〔当県の優位性〕
・今後の伸び（国の設備認定量）が全国一の風力発電
・全国に先駆け、洋上風力発電導入に向けた取組

〔当県の優位性〕
・全国トップレベルの担い手数（認定農業者数・集落営
農組織数）

・品質が高く魅力ある農産物

医療・福祉機器関連産業の振興と新たなビジネスモデルの創出

２



① 各世代におけるふるさと回帰の促進

② 高齢化率全国一を踏まえた介護人材の育成・確保

【規制・制度改革等】
・技能実習期間の延長（５年後、優秀と認められれば更に３年延長）
・来日後の講習内容の充実と講習期間の延長（２か月→６か月）

生産年齢人口の減少により
人手不足が拡大する懸念

【規制・制度改革等】
・後期高齢者に対する医療保険の住所地特例
・移住者の起業等に対する税制優遇と利子補給

シニア世代等のふるさと回帰に向けた環境整備や移住者の起業促進

〔当県の取組〕
・様々な移住対策（※）の促進（県）
・空き家バンクによる移住者への情報提供（市町村）

※県の移住対策
◆お試し移住体験事業 ◆移住者に対する優遇メニューの拡大
◆空き家情報の収集と移住希望者への情報提供
◆専門員による首都圏における移住希望者の掘り起こし など

安定的な人材確保の一方策として、
外国人材の育成も必要

「施設あって人材なし」
の事態を回避

２ ふるさとを支える地域活力の維持

３



③ 地域が自ら考えるまちづくりや地域づくり

【規制・制度改革等】
・農地転用に係る大臣許可権限の県への移譲
・「雪国ゼロ国制度」の創設

人口減少社会を踏まえ、優良農地の確保に配慮しつつ、地域が自ら考え、
まちづくりや地域づくりをデザイン。

総合的な土地利用行政の観点から農地転用の全ての許可権限を県に移譲。
さらに、それを市町村へ移譲。

・４ｈａを超える農地転用は農林水産大臣が許可権者
・２ｈａを超え、４ｈａ以下の農地転用は都道府県知事許可
であるが、農林水産大臣への協議が必要

・４ｈａを超える農地転用の許可権者を知事へ
・２ｈａを超え、４ｈａ以下の農地転用の農林水
産大臣への協議を廃止

４

・積雪による施工期間の制約
・日照時間や除雪作業等の影響による冬季の施工時間
の減少

・６月以降の工事契約となるため、工事施工に最も適した
時期を逸する

・年度をまたいだ事業執行が可能
・天候が安定している第一四半期の工事の増加
・地域の実情に応じた社会資本整備の推進

積雪寒冷地である当県の実情を踏まえ、雪解け直後の工事着工を促進でき
るよう、社会資本総合整備事業における「雪国ゼロ国制度」の創設



３ 国による抜本的な人口減少対策の先行実施

① 抜本的少子化対策

・第３子以降の保育料無償化
・所得の世代間移転 ～より多くの世帯で３人の子どもを大学へ～

② 産業再配置政策

・産業再配置に向けて、全ての業種を対象とする新たな法整備

国家戦略により、
人口減少率・高齢化率全国一の秋田が

国家戦略の基盤となる地方創生のモデルへ
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Ⅱ 各戦略の内容





１ 地域特性を活かした産業の振興と雇用の創出

（１） ６次産業化や農商工連携の推進

【提案のニーズや背景（現状と課題）】
・食料品の県際収支を見ると、農産物部門では大幅な黒字である一方、加工食品等の食料品部門では大幅な
赤字。

・６次産業化に係る販売額が全国４６位と低く、各事業体における生産や販売の拡大が大きな課題。
・地域の資源を活用して地域全体で付加価値を高め、雇用を創出する取組を促進していくことが必要。
・農山漁村における所得や雇用の増大、地域活力の向上を図るため、農林漁業者自らが行う経営の多角化や
農林漁業者と加工業者等の異業種との連携、さらには女性農業者の起業活動の展開など、農林漁業の６次
産業化を総合的に支援することが必要。

・特に農林漁業者に不足している加工・販売面では、異業種の持つノウハウを積極的に取り入れることが必要。

当県の品質が高く魅力ある農産物を活かした６次産業化や農商工連携を推進することにより、雇用を創出する
とともに、全国に誇れる秋田の食を国内外に供給し、市場規模の拡大を図る。

農業者と異業種との
連携強化

農業法人等の経営
の多角化の促進

生産者と消費者との
結び付きを深める
地産地消の推進

６

【当県の取組】
・６次産業化に向けた総合的なサポート体制の強化
・産地立地型の一次加工、二次加工の促進
・食品の機能性等に着目したビジネスモデルの構築
・県内外の食品メーカーなど異業種との連携強化
・農業法人等による加工や産直など経営の多角化
の促進

・学校給食における県産農産物の活用促進と県産
農産物等のＰＲ活動の展開

【６次産業化の視点】



○ 具体的な事業の実施内容
農商工応援ファンドの対象等の拡充により、新商品の開発を促進し、食品製造業の振興を図る。

① 農林漁業成長産業化ファンドの出資割合の緩和

② 農商工応援ファンドの対象等の拡充

○ 具体的な事業の実施内容
農林漁業成長産業化ファンドの農林漁業者の出資割合の緩和により、異業種と連携した６次産業化を促進する。

７

事業の実施を不可能又は困難
とさせている根拠法令等

   事業の実施を不可能又は困難
   とさせている規制等の内容

  規制・制度改革のために提案する
  新たな措置の内容

新たな措置をした場合に想定される
経済的社会的効果等

   農商工連携型地域中小企
業応援ファンド融資事業に係る
都道府県に対する資金の貸し
付けに関する細則　第１条第７
項イ

   中小企業者と農林漁業者が連携
して事業を行うことが要件となってい
る。

・中小企業者が地場の農産物を原材
  料として新商品等を開発する場
  合、単独でも事業の対象となるよう
  対象要件を緩和する。
・農林漁業者が自ら生産した農産物
  を原材料として新規に加工食品を
  開発する場合、単独でも事業の対
  象となるよう対象要件を緩和する。

　 地場の農産物を活用した新商品
の開発が促進され、食品製造業の
振興が図られるとともに、加工向け
の農産物の増産を通じて、地域経済
の活性化が図られる。

事業の実施を不可能又は困難
とさせている根拠法令等

   事業の実施を不可能又は困難
   とさせている規制等の内容

  規制・制度改革のために提案する
  新たな措置の内容

新たな措置をした場合に想定される
経済的社会的効果等

   農林漁業者等による農林漁
業及び関連事業の総合化並
びに地域の農林水産物の利
用に関する基本方針第１章第
３の１の（１）のア

   商工業者に比べ総じて資本力が
低い農林漁業者の出資割合が過半
となっている。

　 現行の出資要件（農林漁業者が
過半）を合弁事業体の実情に合わせ
出資要件を緩和する。

　 ２次・３次産業事業者と農林漁業
者が、より積極的に連携しようとする
動きが生まれ、農業経営の多角化
や雇用拡大が図られ、農業・農村の
活性化につながる。



③ 農業生産法人の出資規制等の緩和

○ 具体的な事業の実施内容
農業生産法人への出資規制等の緩和により企業の農業参入を促進する。

８

事業の実施を不可能又は困難
とさせている根拠法令等

   事業の実施を不可能又は困難
   とさせている規制等の内容

  規制・制度改革のために提案する
  新たな措置の内容

新たな措置をした場合に想定される
経済的社会的効果等

農地法第２条第３項、農地法
施行令第１条

・企業の出資割合、議決権が１／４
  以下に制限されている。
・役員の過半が農業常時従事者で、
  その過半が農作業に従事する必要
  がある。

・企業の出資割合については、株式
  会社等であっても、議決権の合計
  の１／２未満まで認める。
・役員要件については、役員の過半
  が常時従事者であって、そのうち１
  名以上が農作業従事者とする。

・企業の出資割合の上限を見直すこ
  とで企業による農業参入の増加が
  見込まれ、企業の経営ノウハウを
  活かした付加価値の高い農業が展
  開される。
・農業生産法人の経営規模の拡大
  が期待され、新規就農者等の雇用
  の受け皿となり、農業の人材確保
  につながる。



（２） 再生可能エネルギーの導入拡大と関連産業の育成

【提案のニーズや背景（現状と課題）】
・県内における風力発電導入量は約１５．２万kWであり、計画中のもの（約２９．１万kW）が順調に事業化した場合、
平成２９年度末までに約３倍の約４４．３万kWとなる見込み。

・このうち、県内事業者が参画するものも約１０．７万kWに増加する見込み。
・県では、平成３０年度以降の更なる導入拡大を図るため、県有保安林における事業者公募を実施したほか、港湾
（秋田港、能代港）及び沖合での洋上風力発電に関する取組を進めている。

・再生可能エネルギーの導入を促進するため、送電網の整備が課題。
・施設のメンテナンスや部品供給など、関連産業の育成を図ることが必要。
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全国一の適地である風力発電など、自然エネルギー資源が豊富に賦存する当県の優位性を活かした再生可能
エネルギーの導入を推進し、関連産業の育成を図る。

９

新エネルギー関連産業の創出・育成

① 再生可能エネルギーの導入拡大
• 洋上風力発電の導入と送電網の整備に向けた取組の強化
• 小水力発電等の地域の特性に応じた再生可能エネルギーの導入促進
• 県営発電所の能力増強による再生可能エネルギーの導入推進

② 新エネルギー関連産業の創出・育成
• 風力発電等の更なる導入拡大
• メンテナンス、部品供給等を含め、新エネルギー分野への進出意欲

のある県内事業者に対する総合的な支援
• 風力発電等の研究開発及びメンテナンス拠点等の集積の促進



① 農地転用許可基準の緩和

○ 具体的な事業の実施内容
第１種農地の転用の不許可の例外のうち、「公益性が高いと認められる事業」に再生可能エネルギー発電施設を加え、

その設置を認めることにより、再生可能エネルギーの導入を拡大する。

１０

事業の実施を不可能又は困難
とさせている根拠法令等

   事業の実施を不可能又は困難
   とさせている規制等の内容

  規制・制度改革のために提案する
  新たな措置の内容

新たな措置をした場合に想定される
経済的社会的効果等

　 農地法第４条第２項第１号
ロ、農地法施行令第１０条第１
項第２号ホ、農地法施行規則
第３７条

・第１種農地における農地転用につ
  いては、原則として許可できない。
・再生可能エネルギー発電施設の設
  置については、第１種農地の不許
  可の例外に該当していない。

・風力発電など再生可能エネルギー
  発電施設の設置については、極め
  て公益性が高いことから、第１種農
  地の不許可の例外に加える。
・「当該事業に欠くことのできない通
  路、電線路、その他の施設」とし
  て、送電用鉄塔など発電した電気
  の送電網の整備に係る農地転用も
  併せて認める。

・再生可能エネルギー発電事業者に
  よる転用事業が可能になり、地域
  経済や産業の活性化につながる。
・再生可能エネルギー発電事業者が
  事業に欠くことができない施設とし
  て送電網を整備することができる。
・事業実施や維持管理など新たな雇
  用の創出につながる。



（３） 医療・福祉機器関連産業の振興と新たなビジネスモデルの
創出

【提案のニーズや背景（現状と課題）】

・小さくても芯のある強い企業をオール秋田で育成しようという趣旨の秋田県中小企業振興条例を本年３月に制定。
・県内企業や医療機関との連携を通じた医療ニーズ収集と新製品開発促進を図り、医療機器関連産業への参入
の促進が課題。

・ＡＭＩ（秋田メディカルインダストリ）ネットワークの交流活動を通じた新たな医療機関との連携拡大が必要。
・当県は高齢化率が３１．６％と全国一であり、「高齢化先進県」としてシニアビジネスのモデル事業の実証実験
に最適地。認知高齢者の見守りサービスの実証実験も実施されている。

・介護食の開発や高齢者向け弁当の宅配サービスなど高齢者を対象としたビジネスが展開され、企業も注目。
・シニアビジネスはまだ産業の熟度が低く、特別な支援が必要。

【シニアビジネス】
・シニア層を対象としたビジネスのほか、シニア層の起業も
含めたものを想定。

医工連携等により、秋田発の医療・福祉機器の新製品開発を促進し、関連産業の振興を図るとともに、全国一
高齢化率が高い当県をフィールドとしたシニアビジネスのモデルを創出し、国内外にシニアビジネスを展開する。

１１

【ＡＭＩ（秋田メディカルインダストリ）ネットワーク】

介護機器の
開発・製造

買い物代行
デリバリーサービス

高齢者の
見守りサービス

商業施設や介護施設
が一体となった

複合施設の整備

シニア層を対象としたビジネス シニア層の
起業



① 管理医療機器製造販売認証規制の緩和

○ 具体的な事業の実施内容
管理医療機器製造販売認証規制の緩和により、県内中小企業の医療機器産業への参入を加速化し、秋田大学や

企業との連携による医療福祉産業の集積を図る。

１２

② 国の競争的資金における管理法人の要件緩和

○ 具体的な事業の実施内容
競争的資金の事業管理機関として、独法化されていない公設試験研究機関を認めることにより、県内企業の応募を

増やし、新たな製品開発の促進を図る。

事業の実施を不可能又は困難
とさせている根拠法令等

   事業の実施を不可能又は困難
   とさせている規制等の内容

  規制・制度改革のために提案する
  新たな措置の内容

新たな措置をした場合に想定される
経済的社会的効果等

   薬事法第２条第５項から第７
項、平成１６年厚生労働省告
示第２９８号

   クラス２（管理医療機器）は、申請
から認可までおよそ６か月を要する。

   直ちに命に別状を来すものではな
いクラス２の一部の医療機器のクラ
ス１への分類変更。

   クラス１（一般医療機器）になると
待ち期間が概ね１か月以内となり、
県内中小企業の医療機器産業への
参入が加速される。

事業の実施を不可能又は困難
とさせている根拠法令等

   事業の実施を不可能又は困難
   とさせている規制等の内容

  規制・制度改革のために提案する
  新たな措置の内容

新たな措置をした場合に想定され
る経済的社会的効果等

　 各事業の公募要領による。 　 事業管理機関は民間企業、大
学、公益財団法人、公益社団法人、
一般財団法人、一般社団法人、公
設試験研究機関（独立法人化された
ものに限る）、商工会議所、商工会、
中小企業団体中央会等となってお
り、法人格を有しない公設試験研究
機関は該当しない。

   秋田県のような、法人格を有しない
公設試験研究機関も事業管理機関と
して認めるように公募要領を改める。

   産業技術センターが事業管理機
関となることで、県内企業が経済
産業省関連の競争的資金に応募
しやすくなり、競争的資金を多く獲
得することで新たな製品開発が促
進される。



○ 具体的な事業の実施内容
高齢者を対象としたシニアビジネスについては、医療、介護、生活支援等の幅広い分野にわたっており、その参入に

当たり専門的な知識や経験のほか、幅広い知見等が求められることから、高齢者ビジネスに精通した国内外の研究者
や、企業の退職者等をシニアビジネスアドバイザーとして県に配置する制度を創設し、シニアビジネスの振興を図る。

③ シニアビジネスアドバイザーの配置

１３

④ シニアビジネスに対する税制優遇等

○ 税制優遇等の内容
・シニアビジネス関連企業に対する法人税、固定資産税等の減免
・先駆的なシニアビジネスの事業に必要な資金の貸付に対し、利子補給金を支給

事業の実施を不可能又は困難
とさせている根拠法令等

   事業の実施を不可能又は困難
   とさせている規制等の内容

  規制・制度改革のために提案する
  新たな措置の内容

新たな措置をした場合に想定され
る経済的社会的効果等

（制度創設） （制度創設） ・高齢者を対象としたビジネスについて
　は、医療、介護、生活支援等の幅広
　い分野にわたるとともに、医療、介護
　の分野では法規制等もあり、参入に
　は専門的な知識や経験のほか、幅
　広い知見等が求められる。
・このため、シニアビジネスに精通した
　国内外の研究者や、企業の退職者
　等をシニアビジネスアドバイザーとし
　て県に配置する制度を創設する。

・シニアビジネスアドバイザーの助
　言等により、県内のシニアビジネ
　スの振興が図られ雇用が創出さ
　れる。
・県内で成功したシニアビジネスを
　秋田モデルとして国内外に展開
　することにより、更なる雇用の創
　出につながる。



２ ふるさとを支える地域活力の維持

（１） 各世代におけるふるさと回帰の促進

【提案のニーズや背景（現状と課題）】

・人口減少や少子高齢化が著しい当県において、人口の社会減少抑制と地域コミュニティーの活性化等を図ること
が必要。

・就職や進学による若年世代の県外転出が社会減の大きな要因。そのまま県外に就職した方のＡターンの促進や
新規学卒者の県内就職率の向上が課題。

・首都圏等の県外在住者に対し、秋田におけるライフスタイルや当県の魅力・可能性について発信し、県外からの
移住・定住を拡大することが必要。

・首都圏等で生活する子どもたちに地方の良さを知ってもらうため、首都圏等の子どもたちが学力全国トップクラス
である当県の子どもたちと交流しながら、地方の生活を体験する事業の拡充も必要。

これまでの当県の移住・定住に関する取組に加え、県外に就職したシニア世代等のふるさと回帰に向けた規制

改革や移住者の起業を促進するための税制優遇により、当県への移住を更に進め、地域活性化につながる多様
な人材を確保するとともに、地域活力を維持する。

１４

【当県の移住・定住の主な取組】 ～秋田の良さを知ってもらうために～
◆お試し移住体験事業
◆移住者に対する優遇メニューの拡大
◆空き家情報の収集と移住希望者への情報提供
◆専門員による首都圏における移住希望者の掘り起こし
◆県の公式Ｗｅｂサイト等による情報発信 など

当県の移住・定住対策

＋

国による規制改革
税制優遇

ふるさと回帰
移住の促進

首都圏
移住

ふるさと回帰

秋田移住定住総合支援
センターによるサポート

秋田



○ 具体的な事業の実施内容
・移住者の起業に対する法人税、固定資産税等の減免
・移住者の起業に必要な資金の貸付に対し、利子補給金を支給
・移住者の住居に関する不動産取得税、固定資産税の減免

① 後期高齢者に対する医療保険の住所地特例

② 移住者の起業等に対する税制優遇と利子補給

○ 具体的な事業の実施内容
後期高齢者医療制度においても、住所地特例が引き継がれるよう制度を改正することにより、市町村間の財政負担

の均衡を図る。

１５

事業の実施を不可能又は困難
とさせている根拠法令等

   事業の実施を不可能又は困難
   とさせている規制等の内容

  規制・制度改革のために提案する
  新たな措置の内容

新たな措置をした場合に想定される
経済的社会的効果等

　 高齢者の医療の確保に関
する法律第５０条、高齢者の医
療の確保に関する法律第５５
条１項５号

   ７５歳未満の者が他市町村の老人
福祉施設等へ入所した場合、国民
健康保険の住所地特例制度により
前住所地の市町村が保険者となる
が、後期高齢者医療制度において
は、住所地特例制度が引き継がれ
ないため、当該高齢者が７５歳に達
した際に、施設所在地の市町村の
財政負担が生じることになる。

   ７５歳に達する前に、老人福祉施
設等へ入所のために市町村間を移
動した高齢者については、７５歳に
達した際の前住所地の市町村にお
いて財政負担するよう制度を改正す
る。

　 後期高齢者医療制度における市
町村間の財政負担の均衡が図られ
る。



（２） 高齢化率全国一を踏まえた介護人材の育成・確保

【提案のニーズや背景（現状と課題）】
・本格的な人口減少社会の到来により、生産年齢人口も減少。
・全国的な高齢者の急増に伴い、全国で１００万人の介護職員が新たに必要となる見込みであり、当県において
も人材の流出・不足が懸念される状況。

・介護人材の確保が喫緊の課題。
・国では外国人技能実習制度における介護分野への対象の拡大について検討中。
・介護分野は入所者とのコミュニケーションが重要であり、外国人を受け入れる場合には、技能実習前の講習の
充実が必要。

・ＯＤＡを活用した海外教育拠点の設置や国内での養成・研修施設の拡充など、介護分野における海外人材を
育成・確保するためのＥＰＡや外国人技能実習制度の更なる拡充が必要。

【当県が有するポテンシャル】
・高齢化の先進県
・既に相当の介護需要があり、実践的な実習を行うには
好条件

・将来的にも、都市部のような高齢者の急増はなく、余力
を持った状態での研修が可能

・国際教養大学を活用した実践的な日本語教育が可能

今後、都市部を中心に介護需要が急増するとともに、労働力人口が減少していくという状況の中で、高齢化率
が全国一の当県において、安定的に介護人材の確保を図るための一方策として、外国人材の受入環境づくりを
進める。

１６

海外教育拠点
（フィリピン・インド
ネシア・タイなど）

（ODA）

養成・研修施設

ＥＰＡ・外国人技能実習制度の
更なる拡充



① 技能実習期間の延長と講習期間の延長

○ 具体的な事業の実施内容

・国で検討している技能実習期間の延長（３年→５年）が図られた後、優秀と認められる技能実習生については、技能
実習期間を更に３年間延長することができるものとする。

・技能実習制度が有効に機能するよう、技能実習生のスキルを高めるための講習期間を６か月に拡大する。

１７

事業の実施を不可能又は困難
とさせている根拠法令等

   事業の実施を不可能又は困難
   とさせている規制等の内容

  規制・制度改革のために提案する
  新たな措置の内容

新たな措置をした場合に想定される
経済的社会的効果等

   出入国管理及び難民認定
法施行規則第３条、別表第二

　 技能実習制度における在留期間
については、出入国管理及び難民
認定法の別表第一の二の表の技能
実習の項の下欄第一号イ又はロに
掲げる活動を行う者にあっては１年
又は６月、また、第ニ号イ又はロに掲
げる活動を行う者にあっては１年を超
えない範囲内で法務大臣が個々の
外国人について指定する期間と定め
られている。

   国で検討している技能実習期間の
延長（３年→５年）が図られた後、優
秀と認められる技能実習生について
は、技能実習期間を更に３年間延長
することができるものとする。

　 技能実習期間の延長により、地方
の労働力が確保され、地域産業の
振興、地方部から都市部への人口
流出の抑制が図られる。

　 出入国管理及び難民認定
法第７条第１項第２号の基準を
定める省令

   技能実習制度における講習の期
間について、原則として、活動に従
事する予定の時間全体の６分の１以
上と定められている。

　現在は講習の期間が２か月程度で
あるが、この期間を６か月に拡大す
るとともに、講習の受講料について
は国の負担とする。

・講習期間の拡大により、技能実習
　生のスキルが向上し、技能実習制
　度がより有効に機能する。
・受講料を国の負担とすることにより
　技能実習制度の促進が図られる。



（３） 地域が自ら考えるまちづくりや地域づくり

【提案のニーズや背景（現状と課題）】
・農地転用許可基準は国が定め、全国一律で運用されており、大臣許可案件（４ha 超）や大臣協議が必要な知事
許可案件（２ ha 超～４ ha以下）については、一定の時間を要し、迅速な許可事務に支障を来すことがあった。

・２５市町村のうち、１５市町村（６０％）が農地転用知事許可（２ｈａ以下）に係る権限移譲を受けており、適正に事
務を執行している。

・社会資本総合整備事業の施工に当たり、積雪寒冷地である当県では、積雪による施工期間の制約に加え、日
照時間や除雪作業等の影響により、冬季の施工時間が減少。

・当該事業の手続上、工事契約が６月以降となることが多いことから、工事施工に最適な時期を逸してしまうなど、
効率的な施工が課題。

・比較的好天に恵まれ、天候が安定している第一四半期の工事を増やすことが必要。

人口減少社会を踏まえ、土地利用規制に関する権限（農地転用許可）を国から県に移譲することにより、優良農

地の確保に配慮しつつ、地域の実情に応じたまちづくりや地域づくりに迅速に対応するとともに、社会資本総合整
備事業における「雪国ゼロ国制度」を創設することにより、地域の実情に応じた社会資本整備を効率的に推進する。

１８
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県

市町村

協同

４ha超
（大臣許可）

２ ha 超～４ ha以下
（知事許可・大臣協議）

２ ha以下
（知事許可）

※現在の権限移譲対象

市町村の意向を踏まえ、
県から権限移譲が可能に

【規制改革によるメリット】
・国の関与がなくなることにより、事務
処理の簡素化・迅速化。

・転用規模にかかわらず、地域の実情
や農地の現状を把握している申請か
ら許可までの手続が、市町村の意向
により市町村で完結。
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① 農地転用に係る大臣許可権限の県への移譲

○ 具体的な事業の実施内容
農地転用の許可権限を県に移譲することにより、優良農地の確保に配慮しつつ、迅速な事務処理と地域の実情を

踏まえた農地転用許可が可能になる。

１９

② 社会資本総合整備事業における「雪国ゼロ国制度」の創設

○ 具体的な事業の実施内容
積雪寒冷地では、積雪による施工期間の制約に加え、冬季の施工時間は日照時間や除雪作業等の影響を受ける

ことから、雪解け直後の工事着工を促進することが効率的な社会資本整備にとって重要であり、社会資本総合整備
事業においても、年度を跨いだ事業執行が可能となるような「雪国ゼロ国制度」の創設により、地域の実情に応じた
社会資本整備の推進を図る。

事業の実施を不可能又は困難
とさせている根拠法令等

   事業の実施を不可能又は困難
   とさせている規制等の内容

  規制・制度改革のために提案する
  新たな措置の内容

新たな措置をした場合に想定される
経済的社会的効果等

　 農地法第４条第１項、第５条
第１項、農地法附則第２項

・４ｈａを超える農地転用は、農林水
  産大臣が許可権者になっている。
・２ｈａを超え４ｈａ以下の農地転用
　は、都道府県知事許可であるが、
　農林水産大臣に協議しなければな
　らない。

・４ｈａを超える農地転用許可権者を
　都道府県知事とする。
・２ｈａを超え４ｈａ以下の都道府県知
　事許可案件について、農林水産大
　臣との協議を廃止する。

・全ての農地転用に係る許可権限が
　都道府県知事となることにより、迅
　速な事務処理が可能になる。
・地域の実情を踏まえた農地転用許
　可が可能になる。



３ 国による抜本的な人口減少対策の先行実施

（１） 抜本的少子化対策

次の親世代に対する
支援の充実強化

官民一体となった
少子化対策の推進

仕事と育児・
家庭の両立

妊娠・出産、
子育て

子どもを産み・育てる環境の
充実強化

当県の少子化対策の取組に加え、国が少子化問題を将来の我が国のあり方の根本に関わる国家的課題に据え、率先して
これまでの枠組みを超えた抜本的な対策を講じることにより、少子化からの脱却を図る。

【提案のニーズや背景（現状と課題）】

・当県の出生数は、第１次ベビーブーム期の約４万８千人をピークに減少し、第２次ベビーブームの影響をほとん
ど受けることなく、平成２５年は６，１７７人。

・合計特殊出生率も低下しており、ここ１０年ほどは１．３台で推移し、平成２５年は１．３５。
・これまでも少子化対策を県政の最重要課題の一つと位置付けて、企業誘致や地域産業の振興による若者定着
から結婚支援、出産・子育て環境の充実に至るまで各種施策・事業を総合的に展開｡

・しかしながら、人口減少に歯止めがかからず、当県の人口は、２０４０年には７０万人まで減少すると推計。
・これまで地方が行ってきた、子どもを安心して産み育てやすい環境づくりを中心とした少子化対策では限界が
ある。

【当県の少子化対策の取組】 ●結婚や出産、家庭に対する意識の
醸成

●「あきた結婚支援センター」によ
る出会いの機会の提供

●実践的な県民運動の充実強化
●地域社会全体で少子化対策を

応援する取組の推進

●企業による仕事と子育てを
両立できる環境づくり

●子育て家庭の経済的負担の軽減
●地域の子育てサポート体制の充実
●安心して出産できる環境づくり

当県の少子化対策

国の抜本的少子化
対策の先行実施

出生数の増加

＋

２０



○ 具体的な事業の実施内容
・２０歳以上の子どもや孫に対し、将来の結婚・子育て資金としての贈与を認める（上限額は現行の１，５００万円から
５，０００万円まで引き上げる）。

〔現状〕
・教育資金等の一括贈与に係る贈与税の非課税制度においては、出生した学齢期の子どもや孫等に対する贈与のみが対象となっている

（平成２７年１２月３１日までの贈与に限る）。

・このため、 結婚、出産していない若年世代が将来の子育てに対する経済的不安を抱えている。

① 第３子以降の保育料無償化

② 所得の世代間移転

○ 具体的な事業の実施内容
・第３子以降の保育料等を無償とする要件を
見直し、全ての第３子以降の保育料等を無
償化する。

〔現行の要件〕
・第１子が小学校３年生までの世帯については、幼

稚園に通園する第３子以降は無償。
・保育所に同時に２人以上通っている世帯につい

ては、第３子以降は無償。
※当県では独自に、所得税非課税世帯に対して

１／２、所得税課税世帯に対して１／４の保育

料等を助成（所得制限あり）。

２１

※当県の第３子以降の出生割合は、全国平均より
低い状況が続いていたが、平成５年から１２年頃
までは全国平均並の割合を維持しており、この期
間に県と市町村が実施した「第３子以降の保育料
無償化」が効果を発揮していたと考えられる。



○ 具体的な事業の実施内容
・県内の高校を卒業した者が奨学金を受けて県内外の大学に進学後、県内の中小企業等に１０年以上勤務した場合には、

奨学金の返済を免除する奨学金制度を創設する。
〔現状〕

・子育てに関する経費のうち、大学進学時（特に県外大学に進学した場合）における子育て世帯の経費負担が大きくなっている。
・現在、大学進学後、県内企業に就職した場合に奨学金を免除する制度がないことから、こうした新たな制度を創設することにより、子育て
世帯の教育資金に対する不安感を解消するとともに、県内中小企業における人材確保にもつながるものである。

③ 奨学金制度の創設

２２



（２） 産業再配置政策

【提案のニーズや背景（現状と課題）】
・景気回復が進む中にあって、経済力格差や人手不足を背景とし、若年層を中心に地方から東京などの都市圏
へ人口が流出。

・これにより当県をはじめとした地方における人口減少に更に拍車。
・こうした状態が続けば、将来的に地方の存立そのものをゆるがしかねない状況。
・地方においては、人口減少が進んだことに加え、大都市への企業や産業の集中により、地方の経済状況は長年
低迷。

・人口や産業等の首都圏への一極集中が極度に進むことは、首都圏における大規模災害の発生を想定すれば、
災害対応や経済的影響など国の危機管理上、大きな問題。

・東京などの都市圏から地方への人口の還流を促進するためには、新たな産業の再配置政策が必要。

当県の産業振興の取組に加え、国が新たな産業再配置政策を推進することにより、地方から東京などの都市圏
への人口流出を食い止めるとともに、東京などの都市圏から地方への人口の還流を促進する。

【当県の産業振興の主な取組】
・今後成長が見込まれる、航空宇宙、自動車・ＥＶバスなど輸送機関連産業、新エネルギー
関連産業、医工連携による医療・福祉機器関連産業などへの参入促進

・植物工場やＩＣＴ農場管理システムなど農工連携による最新技術等を活かした新たな事業
展開

・シニアビジネスなど新たなサービス産業の振興
・中小企業振興条例を踏まえた中小企業の経営基盤の強化と、地域資源を活用した産業の
振興

当県の産業振興策

＋

国の産業再配置政策
の先行実施

都市圏から地方への
人口の還流

２３



○ 具体的な事業の実施内容
・対象業種を製造業に限定せず、全ての業種を対象とする法整備を行う。
・県外企業が県内の地域産業と組んで事業化する際の補助制度の創設
・本社、生産拠点、業務拠点等を地方に移転した企業に対する法人税、固定資産税等の減免
・本社、生産拠点、業務拠点等を地方に移転した企業の設備投資等に必要な資金の貸付に対し、利子補給金を支給
・企業の誘致や既存企業の雇用拡大に向けた「電気料金の低廉化制度（国による補助等）」の創設
・高速道路料金の地方割引制度の創設

① 新たな産業再配置法の制定等

２４
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